
 

 

イノベーション創出基盤 

 

④公益財団法人神戸市産業振興財団 

「神戸開業支援コンシェルジュ」「神戸起業操練所」「100 年経営支援事業」による総合的な 

創業支援（2019 年優秀賞） 

 

神戸地域では、阪神・淡路大震災の影響もあって中小零細企業を中心に事業所数が大きく減少

しており、起業しやすい環境づくりと着実な事業承継の推進が都市戦略の生命線となっている。

当財団では、市内 7 機関が連携して創業を支援する「神戸開業支援コンシェルジュ」、ビジネス

プランの固まった起業希望者等を会員とする「神戸起業操練所」、起業希望者と後継者不在企業

をマッチングする「100 年経営支援事業」の 3事業により切れ目のない創業支援を展開し、特

に当財団が主導するコンシェルジュ事業では、当財団だけでも年間 100 件程度、連携 7 機関合

計で毎年のべ 800 件程度の新規創業を生み出している。 

(実施者) 

公益財団法人神戸市産業振興財団 

(事業の背景及び経緯） 

神戸地域は平成 7 年に発生した「阪神・淡路大震災」により経済面でも大打撃を受け、中小零細

企業を中心に事業所数が大きく減少する中、新規開業や起業を促すことが地域経済の復興・活性

化には不可欠となった。当財団では、平成 5年度の神戸市産業振興センターの設置当初から、イ

ンキュベーション施設を運営するとともに、平成 17 年度から「神戸ドリームキャッチプロジェク

ト」を実施し、地元起業家や新規事業に取り組む地元中小零細企業の優れたビジネスプランを認

定し、販路開拓や事業提携、広報、資金調達等を支援した。その後、新規創業・開業や第二創業

の裾野を広げるため、平成 23 年度から地元支援機関と連携して起業希望者に対して創業相談など

総合的な支援を行う「神戸開業支援コンシェルジュ」を実施し、また起業から間の無い事業者や

地元中小企業経営者や新規事業の企画担当者等に対して総合的な支援を行うとともに、互いに交

流・連携する場を提供する「神戸起業操練所」を平成 28 年度に開設した。今年度から「100 年経

営支援事業」を実施し、後継者不在の地元中小零細企業に対する支援の一環として、起業希望者

に対して地元中小零細企業の後継者という新しいステージを提供するなど、創業実現、創業後の

事業拡大、地元中小企業の新規事業の具体化を通じ、地域経済の活性化に寄与している。 

(事業内容) 

「神戸開業支援コンシェルジュ」では、参画する市内支援機関が、それぞれの強みを生かし、個

別相談・セミナー・マッチングイベント等の実施やインキュベーション施設の提供など、幅広い

支援を展開している。また、７機関が連携して「KOBE 大創業者祭」を開催し、地元創業希望者等

に情報発信とネットワークづくりの場を提供している。また、「神戸起業操練所」では、ビジネ

スプランが固まった起業希望者や第二創業など新規事業を検討中の地元企業を対象に個別相談や

セミナー等を実施するなど、「神戸開業支援コンシェルジュ」と連携し、創業後のフォローを含

め、切れ目のない創業支援を展開している。今年度から、地元中小企業の事業承継を支援する「

100 年経営支援事業」を実施し、企業訪問や専門家による提案や助言等を通じて各社の状況に合 



 

 

致した具体的な解決を促しており、その選択肢として、当財団が支援する起業希望者等を中心に

後継者候補として、後継者不在企業とのマッチングを行っている。 

 

(成果) 

・「神戸開業支援コンシェルジュ」 

平成 29 年度実績：年間相談件数 945 件、新規相談者数 235 名、創業実現者数 108 名（累計 602 件

※）、認定特定創業支援事業数 46 件（累計 121 件）※本事業の前身事業の神戸ドリームキャッチ

プロジェクト(平成 28 年度末で終了)による支援分を含む。連携 7 機関の支援実績：3,147 件（内

訳及び年度ごとの推移は別紙資料を参照） 

平成 30 年 2 月末：年間相談件数 852 件、新規相談者数 233 名、認定特定創業支援事業数 59 件。

※創業実現者数は未集計。 

・「神戸起業操練所」 

平成 29 年度末会員数：74 名、新規企業・新事業創出数：25 件 → 平成 31 年 2 月末会員数：485

名、プロジェクトメンバー42 名 

○上記の幅広い分野における創業実現や新規企業・新事業創出は、地域経済への所得や雇用等の

面での波及効果は極めて大きいと評価している。 

・「100 年経営支援事業」（平成 31 年 2 月末時点） 

訪問企業数：75 社、専門家訪問支援件数：39 件、起業希望者後継者バンク登録者数：20 名 

（事業に取り組んで苦労したこと） 

「神戸開業支援コンシェルジュ」では、開所当初は認知度が低く、平成23年度の当財団の年間相

談件数も166件に留まった。また、支援機関の間の連携も手探り状態が続き、相談者の相互紹介な

ど連携による相乗効果を十分に発揮することはできなかった。 

「神戸起業操練所」は会費制のコワーキングスペースとして開設したが、利用者数が伸び悩むと

ともに、交流の機会への参加者も偏る傾向があった。そのため、新規企業数や新事業の創出件数

も伸び悩んだ。 

「100年経営支援事業」では、①事業承継という顕在化しない経営課題を抱える地元中小企業への

アプローチや掘り起しを行う体制の確立、②後継者不在企業と起業希望者とのマッチングという

全国でも前例が殆どない取組みを実現できる体制づくりや事業承継に精通した専門家の選定等に

ついて模索状態が続いた。 

(事業の成功要因) 

「神戸開業支援コンシェルジュ」では、連携支援機関とともに地道な広報活動に取り組むととも

に、創業塾等のセミナーや「KOBE大創業者祭」の開催、コーディネータ体制の強化や夜間相談・

訪問相談の実施など、相談体制の強化等により徐々に定着するとともに、連携体制も強化され、

当財団の平成29年度の相談件数は945件に上っている。創業実現者数も100名を超え、口コミ等に

よる新規相談者も年々増え、7機関合計の支援実績も3,000件を超えている。また、本事業は、平

成26年1月に産業競争力強化法が施行された際に、地域の創業を促進させる施策として、市町村が

民間事業者と連携し創業支援を行う取組みのモデルの１つとして取り上げられた。 

「神戸起業操練所」については、会費制を廃止し、オープンスペースとして新規事業に関する取 

 



 

 

組を進める会員に開放した。また、相談メニューにクリエイティブ活用相談を加えたり、多彩な

セミナー等を開催することにより、会員数や交流の機会への参加者数が大幅に増えた。 

「100年経営支援事業」は、財団職員による粘り強いアプローチにより訪問企業を開拓でき、また

地元士業団体の協力により全国初の取組みとなる専門家チームを結成でき、チーム内での解決策

の検討、専門家の同行訪問により経営者の意識づけや将来の方向性の検討等を促すとともに、各

社の課題や方向性にふさわしい支援機関への橋渡し等ができている。また、起業家等とのマッチ

ングに精通した事業承継デザイナーも配置でき、起業家向けのセミナー等により後継者の受け皿

となる起業希望者の登録者も増えている。 

  

 


